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● 現在の研究について 

現在進めている研究は，国際合弁企業の知

識創造プロセスの特徴を実証研究によって解

明することを目的としています。近年，企業

間競争がグローバル化するにともない，わが

国でも多くの企業が，存続と成長の有効な手

段として海外企業との合弁事業を展開してき

ています。企業は合弁事業を有効に展開する

ことにより，市場参入や技術革新の速度を早

め，開発リスクを削減し，経営資源を補完す

ることができます。しかし合弁事業は，資本

的に独立した 2 社以上の企業の提携であり，

その関係は不安定で，成功裡に進められてい

る事例は決して多くありません。 

合弁事業の展開は，両親企業と合弁企業が

事業展開の中で培った独自の優位性，すなわ

ち知識を獲得・活用・創造するプロセスとし

て捉えることができると考えています。合弁

事業では，両親企業の既存の知識を活用する

だけでなく，合弁企業自体が新たな知識を創

造する能力を構築することが極めて重要とな

ります。 

国際経営学の分野における合弁事業に関す

る従来の研究は，内部化理論，資源依存理論，

ゲーム理論などにもとづいて分析されてきま

した。このような理論にもとづく分析は，わ

が国においてもいくつか行われてきましたが，

未解明の経営現象も少なくありません。 

国際合弁事業を両親企業の知識の融合と国

際合弁企業による新たな知識の創造プロセス

として捉えた場合，組織的知識創造モデルは

極めて有効な理論的枠組であると考えられま

す。 

現在進めている研究の目的は，上述のよう

に，国際合弁企業の知識創造プロセスの特徴

を解明することです。具体的には，(1)国際合

弁企業の知識創造プロセスを規定している環

境状況とコンテクストの特定化，(2)知識創造

プロセスと組織成果の相互関係の解明，(3)

合弁企業の組織プロセスに関する新たな理論

モデルの構築，および(4)国際合弁企業のマネ

ジメントに関する実践的な提言を試みること

です。 

● 今後進めていきたい研究について 

日本企業，外国企業の知識ネットワーク 

（中核企業とサプライヤー群で構成される企

業ネットワーク）や知識ネットワークを構成

する企業グループに存在する知識構造（おも

に知識資産：特許ポートフォリオなど）を財

務データ分析，テキスト分析，社会ネットワ

ーク分析，ケーススタディ等の手法を用いて

明らかにしたいと考えています。対象業種と

しては，自動車産業や電機産業を想定してい

ます。 

● 地域• 社会と連携して進めたい内容 

海外展開を既に実施している，もしくは，

今後海外への進出を計画している企業等と連

携して，国際合弁企業の経営手法の改善や新

規国際合弁事業の構築に関する実践的な提言

などを行いたいと考えています。 


